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島根県の農業 

―農業経営の組織化を中心に― 

 

２回生 原田一学 

 

1. はじめに 

衣笠・山口（2008）によれば、少子高齢化が進行する日本において、近い将来、産業構

造の観点で農業はより重要となると考えられている。1960 年代から 1990年代にかけての

子どもの数の急速な減少や成人寿命の伸長が資本蓄積を促し、非農業の重要性を高めてき

た。しかし 2000年代以降、貯蓄が多い生産年齢人口が減少しつつあり、今後急速な総資

本の増加は見込めない。そのため、非農業部門の農業部門に対する優位な状態が継続でき

なくなる可能性があり、農業の重要性が相対的に増大すると考えられている。ただしその

実態は、農村からの人口流出や兼業化、農民の経済活動の多様化などで、従来のような共

同体的基盤に基づく農村社会が変質し、弱体化している。そこで、農業とともに農村自体

の持続性が問題とされている（田林 2013）。 

 そのような中、特に農業の構造の変化と農業の担い手について取り上げた論文として田

林（2007）は、第二次世界大戦後の日本の農業経営の変化と新潟県上越市頸城区における

大規模借地稲作経営などについて、経済活動としての農業を企業的経営感覚で進めること、

農業経営者が地域社会と連携して地域の環境保全と経済の発展を目指し、社会や文化の充

実を実現していく姿勢が必要であると述べた。また、清水（2013）は、新潟県上越市三和

区における集落営農組織の展開などについて、農業政策の展開によって全国的に設立され

た集落営農組織が、設立から時間が経過する中で組織間での再編成が生じる可能性が高く、

その際に集落営農組織の存在意義や農業政策の妥当性が問われるとしている。したがって、

日本国内で過疎化が深刻な山陰の中山間地域の農業の実態を明らかにすることは、将来の

日本の農業の展望や産業構造の観点からの農業を考察するにあたって有意義であると考え

る。 

そこで本稿では、島根県の農業およびその経営の概況を踏まえた上で、中山間地域にあ

たる島根県出雲市佐田町で集落営農を展開する有限会社法人を対象に、組織化が進行した

農業経営について、空中写真による分析とヒアリング調査を行う。その結果を用いて、組

織化が進行したことにより農業を主力として担うようになった営農組織が中山間地域に及

ぼす影響について明らかにする。 

  



2 

 

2. 島根県の農業の特徴 

表１ 農業産出額 

（農林水産省経営・構造統計課 2018 生産農業所得統計 https://www.e-stat.go.jp/ 

2020年７月 12日閲覧 より作成） 

 

2018 年の農業産出額を都道府県別に順位で整理した表１によると、島根県の農業産出額

は 612億円で 42位であり、全国平均の 2,581 億円のおよそ４分の１と小さい。上位の都

道府県は、畜産の盛んな北海道や鹿児島県、大消費地である東京都などに向けて供給され

る野菜や果実などの栽培といった近郊農業が盛んな茨城県や千葉県である。下位の都道府

県は、大消費地である東京都や大阪府であり、次いで北陸など主に日本海側に位置する都

道府県などである。 

 

 

図１ 島根県の農業産出額の構成割合 

（農林水産省経営・構造統計課 2018 生産農業所得統計 https://www.e-stat.go.jp/ 

2020 年６月 28日閲覧 より作成, 総額：612 億円） 

順位 都道府県 農業産出額（億円）
1 北海道 12,593
2 鹿児島県 4,863
3 茨城県 4,508
4 千葉県 4,259
5 宮崎県 3,429
… … …
… … …
… … …
40 富山県 651
41 滋賀県 641
42 島根県 612
43 石川県 545
44 福井県 470
45 奈良県 407
46 大阪府 332
47 東京都 240
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図２ 全国の農業産出額の構成割合 

（農林水産省経営・構造統計課 2018 生産農業所得統計 https://www.e-stat.go.jp/ 

2020 年６月 28日閲覧 より作成, 総額：９兆 1,283億円） 

 

 次に、2018年の島根県の農業産出額を部門別の割合で示した図１によると、米が 31％

と最も割合が大きく、次いで野菜が 15％と米の割合のおよそ２分の１となっている。これ

に対して、全国の部門別の割合を示した図２によると、最も割合が大きい野菜が 23％、次

いで米が 17％である。このことから、農業産出額の米と野菜の割合について、島根県は全

国の傾向とは異なることがわかる。また、肉用牛は 12％、生乳は 11％と比較的大きい割

合となっていることも特徴的である（図１）。石田、池田ほか（1977）は、戦前まで労働

力としての役牛の利用が盛んであり、出雲地方では役牛を農繁期に地域間で賃貸借する鞍

下牛（くらしたうし）の伝統があったが、戦後は行われなくなったと指摘している。島根

県農林水産部農業経営課へのヒアリングによれば、役牛としての役割を終えても子牛の繁

殖や肥育は継続して行われており、経営体の大型化や法人化、新規参入によって、生産量

は伸びている。さらに近年は肉牛の供給量が市場の需要量に追い付いていないことも、産

出額が比較的高水準で維持している要因の一つであると指摘している。 
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表２ 米の特化係数 

（農林水産省経営・構造統計課 2018 生産農業所得統計 https://www.e-stat.go.jp/ 

2020年６月 28日閲覧 より作成） 

注.（特化係数）＝（各都道府県の農業産出額に占める米の比率）／（全国の農業産出額に

占める米の比率） 

 

 全国と比較した各都道府県の農業産出額について米の依存度を示す指標として米の特化

係数が用いられるが、2018年の各都道府県の米の特化係数を順位で整理した表２によると、

島根県の米の特化係数は 1.47、全国 11位と比較的米の依存度が高い。 

 

表３ 日本の年代別の農業事情の主な傾向 

 

（田林・井口 2005, 清水 2013を参考に筆者作成） 

 

 

 ここで、戦後の日本の農業事情を年代ごとに農業経営、農政の観点から整理した表３を

基に捉える。1960年代まで日本の農業は全国的に水稲作を中心に、家族が小規模で集約的

に経営することが一般的であった。しかし高度経済成長期を迎えると、労働力が第二次、

年代 時期 農業事情 農業経営 農政
〇水稲作が中心 〇自給的で小規模な家族経営

〇手作業を基本とした労働集約
的・土地集約的農業

〇収益の高い野菜や畜産物
などの商品作物への転換

〇農機の普及による労働環境
の省力化、合理化

〇米の生産調整（減反）の
開始

〇水稲作との組み合わせ
〇労働力が都市の商工業に吸
収し、過疎化、兼業化が浸透

〇生産性の重視から環境保
全・持続性の重視への転換

〇兼業者の高齢化による離農、
後継者不足

〇米の生産調整（減反）の
強化

〇グローバル化による輸入
農産物との価格競争の激化

〇離農化による土地持ち非農家
と不耕作農地の増加

〇新たな担い手として集落
営農組織が位置付けられる

〇農業集落の崩壊、廃村

1960年代以前

1970年代～1980年代

1990年代～2000年代

2010年代～

伝統的農業期

兼業浸透期

農業再編期

現代

順位 都道府県 特化係数
1 富山県 3.01
2 福井県 2.93
3 秋田県 2.64
4 滋賀県 2.59
5 新潟県 2.49
6 石川県 2.37
7 宮城県 1.93
8 福島県 1.66
9 山形県 1.51
10 山口県 1.50
11 島根県 1.47
12 兵庫県 1.23
13 奈良県 1.12
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第三次産業が集中する都市へ流出する産業構造の変化、技術力の向上による農機具の普及

によって生産の省力化や兼業化が進行した。また、食生活の西洋化により米の需要が減少

し、米の減反や野菜などの商品作物への転作が促される生産調整政策が本格化した。バブ

ル経済崩壊後の 1990年代以降は、グローバル化が進行したことで輸入食品との価格競争

が激化していった。一方、経営を担ってきた兼業者の全般的な高齢化により後継者不足が

露呈し、特に地方で深刻な問題となった（田林・井口 2005）。また、離農する農家が増

え、条件不利の農業集落が維持困難により廃村となった事例がある。このような状況に対

して、農政は集落営農組織を新たな担い手として位置づけ、様々な政策により組織化を推

進してきた（清水 2013）。 

 

3. 島根県の集落営農組織の傾向 

 

 

図３ 経営体あたり農業産出額 

（農林水産省センサス統計室 2015 農林業センサス  https://www.e-stat.go.jp/ 

2020 年６月 28日閲覧, 農林水産省経営・構造統計課 2015 生産農業所得統計 

https://www.e-stat.go.jp/ 2020年６月 28 日閲覧 より作成） 

 

 

島根県 

286万円 
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2015 年の経営体あたりの農業産出額を示した図３によると、島根県の経営体あたり農業

産出額は 286万円であり、全国と比較しても最低水準である。同様の水準の都道府県とし

ては福井県および山口県が挙げられ、島根県を含めこの３県は日本海に面する西日本に属

することが共通している。一方、経営体あたり農業産出額が 1,000万円を超える都道府県

は北海道および宮崎県、鹿児島県の畜産が盛んな地域であり、２章の表１で示されている

ように農業産出額も高い。以上のことから、島根県は経営規模の小さい零細的な農業経営

体が多いと言える。 

 

 

図４ 農地有効利用率 

（国土交通省土地・建設産業局企画課 2015 土地所有・利用概況調査 

https://www.e-stat.go.jp/ 2020年 11月 22 日閲覧, 農林水産省センサス統計室 2015  

農林業センサス https://www.e-stat.go.jp/ 2020年 11月 22日閲覧 より作成） 

注.（農地有効利用率）＝（経営耕地総面積）／（土地総面積における田畑合計面積）×100 

 

 そこで、農業が維持できているかを測る指標として、塚田（1997）が「資源として賦存

している田・畑（樹園地、採草放牧地を含む）などの農地が、その目的である農業生産に

どれだけ有効に利用されているかを見るため造語したもので、その比率の高低をもって農

地荒廃化の度合を判定する」ものとして考案した農地有効利用率を見てみる。2015年の農

地有効利用率を都道府県別に整理した図４によると、島根県の農地有効利用率は 48.7％で

あり、農地の半分以下しか有効に活用されていないことが分かる。また、島根県同様に農

地有効利用率が 50％未満の地域は中国・四国地方の大部分と、東京都、神奈川県、山梨県、

島根県 

48.7% 



7 

 

静岡県の関東地方と中部地方の一部などである。一方で、農地有効利用率が 70％以上の地

域は東北地方や北陸地方に多く、最も高い北海道は 90％を越えている。以上のことから、

全国と比較して島根県では耕作放棄などにより荒廃化した農地が多いと考えられる。 

 

表４ 日本の集落営農の変化 

（清水 2013を参考に筆者作成） 

 

図５ 集落営農数 

（農林水産省経営・構造統計課 2020 集落営農実態調査 https://www.e-stat.go.jp/ 

2020 年 11月 22日閲覧 より作成） 

  

年代 時期 集落営農

2010年代～ 現代

〇労働力の減少と高齢化に
対応するための組織化

〇機械の共同利用を目的と
した組織化

〇土地利用の組織化（土地
の集積）

〇政策の後押しにより組織
化が進行

1960年代以前 伝統的農業期

1970年代～1980年代 兼業浸透期

1990年代～2000年代 農業再編期

島根県 

540集落営農 
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 前述のことから、島根県の農業経営の維持の厳しさが考えられるが、これに対する様々

な対策が行政によって行われてきた。谷口（2012）によると、島根県は全国一律の基準で

画一的に進められた 1961年の農業基本法に基づく国の農業構造改善事業に対して、地域

内での話し合いを基として地域の実情に合った農業振興を目指した島根農業振興対策を

1975年に制定した。「新島根方式」として注目され、1977年に国によって地域農政を重

視した地域農政特別対策事業が行われる大きな要因となるなど、日本の農業存続の経営形

態としての集落営農の位置づけに大きな影響をもたらした。集落営農の全国的な流れを年

代別に整理した表４によると、高度経済成長期以前から条件不利地域では労働力の減少や

高齢化を背景に農業経営の組織化が始まった。高度経済成長期には高価な機械を共同で利

用することを目的とした組織化が進行した。さらに 1990 年代以降になると、農業従事者

の高齢化による離農や少子高齢化による後継者不足により農業生産目的として有効に利用

されない土地が増加したことに対処するため、個人が所有する農地を賃借などの形態で営

農組織が集積し利用するようになった。2000 年代以降、農政において農業生産の新たな担

い手として集落営農組織が位置付けられたことにより、組織化を促す様々な政策が行われ、

現在も集落営農数は増加傾向にある。 

2020 年の集落営農数を都道府県別に整理した図５によると、東北地方と日本海側の都道

府県は集落営農数が多く、関東地方以西の太平洋側の都道府県などは集落営農数が少ない。

島根県の集落営農数は 540集落営農であり、全国の傾向に照らして比較的多い。 

図６ 農業産出額 

（農林水産省経営・構造統計課 2018 市町村別農業産出額（推計） 

https://www.e-stat.go.jp/ 2020年 10月 18 日閲覧 より作成） 
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 2018年の島根県内の農業産出額を整理した図６によると、農業産出額について、東部や

沿岸部は大きく、西部や山間部は小さい傾向となっている。また西部の郡部や隠岐地方は

特に小さいのに対し、平坦地の面積が広い出雲平野を有する出雲市は最も大きい。 

 

 

図７ 集落営農組織数（2020年） 

（島根県農林水産部農業経営課担い手・集落営農育成グループ『集落営農組織一覧（令和

２年３月末実績）』より作成） 

 

 また、2020年４月の島根県内の集落営農センサス数を旧市町村別に整理した図７による

と、全般的に東部は多く、西部や隠岐地方は少ない傾向となっている。また旧出雲市域は

79 集落営農、旧益田市域は 82集落営農と特に多く、旧佐田町域も 37集落営農と比較的

多い。 
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4. 出雲市佐田町の一窪田地区と東村地区における集落営農組織の展開 

 前章までに述べたことから、農地有効利用率が低く集落営農が多いという島根県の農業

の特徴、また島根県内の農業産出額と集落営農数は東部で大きく、西部や隠岐地方では小

さいという島根県内の農業の傾向が明らかとなった。これらを踏まえて、島根県の特徴が

比較的強く表れている出雲市佐田町において、組織化が成功し全国表彰もされている有限

会社法人の農業経営が地域にどのような影響を与えているのかを見ていきたい。 

 

 

図８ 出雲市佐田町の集落営農組織 

（島根県農林水産部農業経営課 担い手・集落営農育成グループ 集落営農組織一覧（令

和２年３月末実績）より作成） 

 

 出雲市佐田町は、島根県東部の中国山地脊梁部と日本海沿岸部の中間に位置する山間の

町である。2015 年時点で、面積は 109.91㎢、人口は 3,406人を有する（統計局統計調査

部国勢統計課 2015 国勢調査 https://www.e-stat.go.jp/ 2020年 11月 22日閲覧 よ

り）。出雲市佐田町内の集落営農組織の分布を組織形態別に示した図８を見ると、町内全

域に広く分布しており、国道や県道沿いに多い。任意組合法人が最も多く、次いで農事組

合法人は南部に集中して多い。 
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表５ 有限会社グリーンワークにおける正規雇用者の年齢構成 

（有限会社グリーンワーク提供資料より作成） 

 

表６ 有限会社グリーンワークにおける農業部門の主な経営内容 

（有限会社グリーンワーク提供資料より作成） 

 

 

図９ 協業経営型集落営農の構造 

（松江地域農業再生協議会 

http://www1.city.matsue.shimane.jp/sangyou/nougyou/noushin/nougyououen.data/syu

raku-einou.pdf  2020年７月 17日閲覧 を参考に筆者作成） 
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 調査対象とする集落営農組織は出雲市佐田町北東部の東本郷、萱野、受地の集落を中心

に展開する有限会社法人であり（図８）、1997 年に山間地の受地集落および萱野集落で設

立された協業型営農組合と、1998 年に平坦地の栗原集落、飯の原集落、東本郷集落で補助

整備事業を受けることを目的に設立された任意の営農組合とが、2002年に合併、翌 2003

年に法人化された有限会社法人である。むらづくり活動の全国的な展開を助長し、地域の

連帯感の醸成及びコミュニティ機能の強化を図り、農林漁業及び農山漁村の健全な発展に

資することを目的に行われる豊かなむらづくり全国表彰事業（農林水産省中国四国農政局

農村振興部農村計画課 https://www.maff.go.jp/chushi/kyoku/muradukuri/index.html 

2020年７月 30日閲覧より）で 2010年に表彰された組織である。鎌田英男代表によると、

２つの営農組合の合併や法人化の目的は、地域の過疎化や高齢化が進行したことに対応す

ること、また機械の新規購入や更新のために補助金を活用することであり、2020 年９月時

点で 32名から１人あたり 60万円の出資金を集めて運営している。年齢構成は 70歳代が

12 人と最も多く、正規雇用者の平均年齢は 66 歳であり、行政機関や森林組合との兼業者、

年金受給者が多い（表５）。経営内容を整理した表６によると、直営で水稲栽培を行う。

また JAの委託で水稲苗栽培を行い、これが主な収入源となっている。受託部門は JA か

らの受託で行う稲の刈り取り作業がメインである。集落営農の構造は、図９にあるように、

農地を所有している農家に管理料として１年間１反あたり 15,000円を法人から支払うこ

とによる賃借契約形態での土地の集積を行い、会社の業務として農作業を行う構成員に労

働賃金が支払われる構造となっている。 

平坦地に位置する一窪田地区栗原集落の圃場の分布を示した図 10によると、神戸川沿

いに向かって標高が低くなるほど圃場の面積が大きくなる傾向がみられ、反対に山沿いの

急傾斜地に向かって標高が高くなるほど圃場の面積が小さくなる傾向が読み取れる。 

一方、山間地に位置する東村地区萱野集落の圃場の分布を示した図 11によると、標高

や面積の点で圃場の大きな違いは見られない。また、集落全体に関係圃場が分布している。 

 

表７ 有限会社グリーンワークにおける農外部門の福祉などの事業内容 

（有限会社グリーンワーク提供資料より作成） 

 

 この法人の特徴は農業以外の事業にも注力していることである。農外部門の福祉などの

事業内容を記した表７によると、出雲市からの委託を受けて行われる高齢者を中心とした

生活支援事業が柱として行われており、年間雇用を確保できるメリットがある。一方で、

一定以上の収益が見込めないなど、事業拡大は難しいとのことである。これに対し、法人

の構成員であり、東村地区萱野集落に住む竹下茂氏およびその配偶者である竹下美恵子氏
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によると、集落営農組織が送迎や弁当配達といった公共事業や福祉事業を担うことについ

て、本来ならば行政が担うことが望ましいが、公共事業・福祉事業を維持するためには致

し方ない面もあると話しており、地域社会の雇用面でのメリットも指摘している。また、

組合加入までは兼業農家として営農していたが、機械や年齢などのことを考慮し組合に加

入したと述べている。営農組織の役員であり、一窪田地区栗原集落に住む栗原敬氏は、一

私企業がすべてを担うこともできず、行政も手が回らないと指摘しており、竹下氏と同様

に年間雇用ができるとのメリットを指摘する。また、集落内に農業に関心のない人も多く、

法人の方針に沿う形で地域の営農活動が行われる点も指摘している。 

 以上のことから、出雲市佐田町の一窪田地区と東村地区における有限会社法人の農業経

営について、平坦地の集落は標高の条件によって圃場の面積の大きさが異なる。一方、山

間地の集落は標高の条件によって圃場の面積の違いがあまり見られなかったことが明らか

となった。平坦地では低い標高の圃場の面積が大きい傾向があり、効率の良い営農で利益

を確保できている。一方、山間地では圃場ごとで条件の違いは少なく、集落の農家にとっ

て機械の共同利用や作業の委託といった集落営農のメリットを享受できている。調査対象

とした集落営農組織は平坦地と山間地の双方の営農を行うことで、地域全体の農業活動を

維持していると考えられる。また、地域貢献事業について、営農組織が地域に貢献するた

めに非営利的に行う事業が地域住民にとっても需要の高いものとなっており、地域の暮ら

しの維持に欠かせない存在となっていることが明らかとなった。 
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図 10 出雲市佐田町一窪田地区栗原集落の圃場の分布 

（有限会社グリーンワーク提供資料より作成） 
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図 11 出雲市佐田町東村地区萱野集落の圃場の分布 

（有限会社グリーンワーク提供資料より作成） 
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5. おわりに 

日本社会は生産年齢人口が今後減少することが予想され、急速な総資本の増加が見込め

ず農業の重要性が相対的に増大すると考えられている（衣笠・山口 2008）。その中、島

根県の農業は全国と比較して米の生産に特化していること、また中国地方内で子牛の繁殖

や肥育の機能を担うことによって酪農を維持していること、さらに旧来の共同体的基盤に

基づく農村社会が変質し、農業経営が弱体化していることが明らかとなった。このような

状況に対して、島根県は 1975年に「新島根方式」として集落の実情に基づいた県独自の

農業振興政策によって集落営農を推進し、後に全国に集落営農が普及する要因となった（谷

口 2012）。 

 その流れに沿って中山間地域に成立した集落営農法人の一例では、経営とのバランスを

取りながら福祉事業によって地域貢献を行い、また平坦部と山間部を合わせた地域全体の

農業活動を維持している役割を担っていると考察した。 

中山間地域全体に欠かせない存在となっている今日の集落営農組織は、企業として経済

活動を重視しながら地域全体の農業や暮らしを維持しているため、集落営農組織そのもの

の維持・発展を目的とした合併や法人化が進行することにより次第に大型化しつつある。

集落営農組織の大型化にはメリットとデメリットがある。メリットは安定した経営基盤を

得られることである。一方、対象地域の拡大によって、各個別地域の実情に合った事業が

困難となることのデメリットがある。このデメリットは集落営農の構想段階では想定され

ていなかったものと言える。このため、地域と産業の維持に集落営農組織がどのような立

場で関わっていくのかを分析していくことが求められる。また、農地有効利用率と集落営

農の相関性や、過疎地域でかつ条件不利地における農業経営と集落営農との関係について

は今後の研究課題である。 
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